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１ 基本方針の事例
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１-１ 事例⼀覧（他都市での総合管理計画の策定事例より）
１-２ 各都市の事例シート



１-１．事例⼀覧（他都市での総合管理計画の策定事例より）

■事例都市の概要
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都市名 人口 財政規模 公共施設ストック 備考

伊丹市 H22：19.61万人(100.0％)
H52：18.04万人( 92.0％)

歳出規模 645億円
投資的経費 30〜80億円

（H25年度）
全体60.7万㎡ （3.08㎡/人）
学校等 24.0万㎡(40％)
住宅等 10.9万㎡(18％)

Ｈ27.3策定

奈良市 H26：36.38万人(100.0％)
H52：27.89万人(76.7％)

歳出規模 1,225億円
投資的経費 102〜109億円

（H26.4.1）
全体111.3万㎡ （3.05㎡/人）
学校等 46.2万㎡(42％)
住宅等 18.6万㎡(17％)

Ｈ27.2策定

松原市 H22：12.46万人(100.0％)
H52： 9.45万人(75.8％)

歳出規模 415億円
投資的経費 22億円程度

（H25年度末）
全体28.5万㎡ （2.33㎡/人）
学校等 16.4万㎡(58％)
住宅等 2.5万㎡(9％)

Ｈ27.5策定

秦野市
(神奈川県)

H22：17万人 (100.0％)
H46：15.8万人(93％)

歳出規模 約415億円
投資的経費 22億円程度

（H20.4.1）
全体33万㎡ （1.95㎡/人）
学校等 20.5万㎡(62％)

H22.10策定
※公共施設の
再配置方針

川⻄市 H22：15.64万人(100.0％)
H52：12.41万人(79.3％)

歳出規模 506億円
投資的経費 約40億円

（H27.7）
全体37.6万㎡ （2.35㎡/人）
学校等 17.0万㎡(45％)
住宅等 6.7万㎡(18％)



■事例都市の方針概要
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⽅針内容（概略） 備考(数値目標等）

伊丹市

■公共施設マネジメントの基本方針
① 市⺠が安全・安⼼に利⽤できるよう「適切な維持管理｣を推進
② ｢ライフサイクルコスト(LCC) 」を考慮した施設の⻑寿命化
③ 市⺠ニーズに柔軟に対応した｢施設の機能移転､統合､複合化｣を検討
④ 原則として、新規整備は「総量規制の範囲内」で実施
⑤ 効率的な施設管理を推進するため｢施設マネジメントの一元化｣
⑥ ｢指定管理者やPFI等のPPP手法｣の活用
⑦ ｢市⺠参画による公共施設マネジメント｣の推進

■計画期間：17年間(総計と整合)
■削減目標：10％以上(H22⇒H42)
※⼈⼝減少に⾒合った削減

奈良市

■公共施設等マネジメントの目標（目標達成のための原則）
【建築物系施設】
① 施設保有量の抑制 ② 予防保全による⻑寿命化
③ 効率的・効果的な運営
【都市基盤施設】
①⻑寿命化と適切な維持管理によるコスト削減 ②必要な機能の確保

■計画期間：40年間（10年毎⾒直）
■削減目標：30％（今後40年間）
※財政制約（公共施設に係る投資的経
費の⽔準）を考慮した削減率
※市⺠⼀⼈当り⾯積⽔準の維持

松原市

■総合管理計画策定についての基本的な⽅針
【公共施設】
①財政や⼈⼝規模に応じた施設総量の縮減
②新規整備の抑制や費⽤対効果を考慮した更新
③施設の複合化や効率的な運営の推進
【都市基盤施設】
①⻑寿命化の推進によるライフサイクルコストの縮減
②新たなニーズへの効率的かつ効果的な対応 など

■計画期間：30年間
■削減目標：20％（今後30年間）
※更新費⽤が投資的経費の⽔準に近い
値となり、一人当り面積水準が維持で
きる

秦野市

■基本方針
①原則として新規のハコモノ施設は建設しない
②現存施設の更新は機能維持を図りながら優先順位を付けて規模を圧縮
③優先度の低い施設は統廃合とし、跡地の賃貸・売却等の活⽤を⾏う
④ハコモノ施設に関する一元的なマネジメント

■削減目標：31.3％（40年間）
学校施設は26％、その他施設は43％
※10年スパンでの段階的な削減量を
提示

１-１．事例⼀覧（他都市での総合管理計画の策定事例より）



１-２．各都市の事例シート

（１）伊丹市
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項目 方針等の内容 備考

基本方針

① 市⺠が安全・安⼼に利⽤できるよう「適切な維持管理｣を推進
② ｢ライフサイクルコスト(LCC) 」を考慮した施設の⻑寿命化
③ 市⺠ニーズに柔軟に対応した｢施設の機能移転､統合､複合化｣を検討
④ 原則として、新規整備は「総量規制の範囲内」で実施
⑤ 効率的な施設管理を推進するため｢施設マネジメントの一元化｣
⑥ ｢指定管理者やPFI等のPPP手法｣の活用
⑦ ｢市⺠参画による公共施設マネジメント｣の推進

建物①〜⑦
ｲﾝﾌﾗ①②⑥⑦

基本目標

○市が保有する施設の総延床面積を平成42 年度までに10％以上削減
平成22 年度：59.6 万㎡ ⇒ 将来（H42）：53.6 万㎡ （6 万㎡減）

（公営企業の建物施設も含む）
○インフラ施設は、計画的に修繕・更新していくことに重点をおき、⻑寿命化計画
や公営企業の経営戦略等に基づき、計画的な点検、修繕・更新を⾏なう。

⼈⼝減に⾒
合った削減

計画の推進体制、
進⾏管理

■庁内の実施体制
・「施設マネジメント課」が主体となり、進⾏管理
■広域的な連携
・阪神北圏域での連携 など

■進⾏管理
・「公共施設白書」を定期的に改訂していく中で、基本目標に掲げた建物施設の総
量削減の進捗状況について確認
・公営企業会計が所有する施設については、各企業の経営戦略やアクションプラン
に基づき、計画的な事業運営を⾏っていく
・インフラ施設については、個別の⻑寿命化計画や保全計画等に⽰される⼯程の進
捗状況をチェックするとともに、必要に応じて計画の⾒直し



１-２．各都市の事例シート

（２）奈良市
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項目 ⽅針内容（概略） 備考

施設評価の方針
（建築物施設）

■一次評価（右図）

■二次評価
・「⾒直し」または「廃⽌」と評価した施設について、詳細に⽅向性を検討
・受益者の範囲から3つの利⽤圏域を設定し、圏域別に異なる⼿法を想定



１-２．各都市の事例シート

（３）松原市
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項目 ⽅針内容（概略） 備考

施設評価の方針
（建築物施設）

■一次評価
・施設の利⽤状況及び管理経費等を⽤いた「費⽤対効果」「コスト要件」「利⽤要件」の
３つの指標から、同じ施設類型の平均値を基準として施設を評価

■二次評価
・⼀時評価結果を、物理⾯から⾒たハード指標（耐震性や劣化状況（築年））とクロス



１-２．各都市の事例シート

（４）秦野市
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方針骨子 ⽅針内容（概略） 備考

施設更新の優先
度に関する⽅針



２ 方針に関連した取組み方策の事例
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２-１ 事例⼀覧
２-２ 各取組み⽅策に関する事例シート

（１）施設の統廃合・複合化
（２）多機能化（有効利⽤）
（３）広域化
（４）市⺠・地域等への移管
（５）⺠間移管・活⽤、PPP/PFI
（６）転活⽤（有効利⽤）
（７）施設の⻑寿命化
（８）その他



２-１．事例一覧

■方策一覧
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取組み方策メニュー 川⻄市での該当・類似施策 他都市での事例

①統廃合・複合化 中央北地区における施設の複合化 ・ひと・まち・情報 創造館武蔵野プレイス(東京都武蔵野市)
・⼩学校と公⺠館の複合施設建替(静岡県焼津市)

②多機能化 学校施設の地域開放(体育館利⽤) ・新川防災公園・多機能複合施設(東京都三鷹市)

③広域化 阪神北圏域内での市⺠相互利⽤ ・複数県にまたがる⼀帯の⽣活圏域での公共施設相互利⽤
（島根県松江市・安来市、鳥取県境港市・米子市等）

④市⺠・地域等への
移管

・コミセンの移管（兵庫県三田市）
・地域住⺠の⾃主運営による交流施設(大阪府豊中市)

⑤⺠間移管・活⽤、
PPP/PFI 学校耐震化に関するPFI事業 ・提案型公共サービス⺠営化制度(千葉県我孫⼦市)

⑥転活用（転用によ
る有効利⽤）

・小学校空き教室活用の介護施設整備
（京都府：小倉デイサービスセンター）

・文化財活用でくつろぎ空間(⻘森県弘前市)

⑦施設の⻑寿命化 ⻑寿命化計画に基づく事業推進
（公営住宅、橋梁など） ※⻑寿命化に関する参考イメージを掲載

⑧その他 ・インフラ維持管理通報クラウド(千葉県千葉市)



２-２．各取組み⽅策に関する事例シート

（１）施設の統廃合・複合化
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事例都市 取組み概要

東京都武蔵野市

 ひと・まち・情報 創造館武蔵野プレイス
・これまでの公共施設の類型を超え、図書館機能をはじめ「⽣涯学習⽀援」「市⺠活動⽀
援」「⻘尐年活動⽀援」等の複数機能を積極的に融合させた複合施設として設置された。
・⾃主・⾃発的に読書や学習を継続できる機会や⾝近で⾏われているさまざまな「市⺠活
動」や「アクション」に気軽に触れることができる場がとして、この”気づき”から始まる
「アクションの連鎖」が起こり得る「機会」と「場」を提供し、支援をめざした

静岡県焼津市  ⼩学校と公⺠館の複合施設建替

■上記事例の参考資料・イメージ等
 創造館武蔵野プレイス ＜資料：焼津市ＨＰ＞＜資料：創造館武蔵野プレイスＨＰ＞  複合化建替施設



２-２．各取組み⽅策に関する事例シート

（２）多機能化
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事例都市 取組み概要

東京都三鷹市
 災害時における機能転換を想定した多機能・複合施設
・スポーツセンター：支援物資の受入れ・仕分け・搬送・保管の場所などのスペースに活用
・生涯学習、保健・福祉センター：災害時の活動拠点、本部機能として活用

■参考資料・イメージ等  新川防災公園・多機能複合施設（仮称）整備事業 ＜資料：三鷹市ＨＰ＞



２-２．各取組み⽅策に関する事例シート

（３）広域化
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事例都市 取組み概要

島根県松江市・安来
市、鳥取県境港市・
米子市

 県を跨いだ広域⽣活圏での公共施設の市⺠相互利⽤
・⿃取、島根両県にまたがる都市圏において広域連携組織（中海市⻑会）を設⽴し、共同で
の地域振興や圏域内の施設相互利⽤などを実施している。

■上記事例の参考資料・イメージ等

＜資料：松江市ＨＰ＞



２-２．各取組み⽅策に関する事例シート

（４）市⺠・地域等への移管
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事例都市 取組み概要

兵庫県三田市
 コミセンの移管事業：武庫が丘コミュニティセンター整備事業
・ニュータウンにおけるコミュニティセンター地元移管の一環として、兵庫県企業庁の旧事
務所を利⽤している武庫が丘コミュニティセンターを再整備し、地元への移管を進める
ことで、住⺠主体のまちづくりを進める。

大阪府豊中市
 地域住⺠によるコミュニティ交流施設の⾃主運営（千⾥NT・ひがしまち街角広場）
・市⺠ワークショップでの意⾒「近隣センターを⽣活サービス・交流拠点へ」という提案を
もとに、豊中市の社会実験を経て、ニュータウン近隣センターの⼀⾓に地域住⺠の交流
拠点として開設。

≪事業の内容≫
・現施設を解体し、地域のだれもが利⽤しやすい規模（平屋300㎡
程度）の建物に建て替える。

◆ 整備スケジュール
・平成27年4⽉〜28年3月 ・・・ 解体・建て替え工事
・平成28年3月末 ・・・ 地域住⺠組織へ移管
※ニュータウン施設整備管理基⾦（1億3千万）を活用し実施

■上記事例の参考資料・イメージ等
 武庫が丘コミュニティセンター整備事業

 ひがしまち街角広場

＜資料：三田市ＨＰ＞

＜資料：ひがしまち街角広場ＨＰ＞



２-２．各取組み⽅策に関する事例シート

（５）⺠間移管・活⽤、PPP/PFI
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事例都市 取組み概要

千葉県我孫⼦市
 ⺠間からの提案による新たな公共サービスを募り、提案に基づき委託・⺠営化
・市のすべての事業を公表し、⺠間から委託・⺠営化の提案を募る制度。提案は、市⺠と専
⾨家を含めて審査し、⾏政で実施するよりも市⺠にとってプラスになると判断すれば、提
案に基づき⺠間への委託・⺠営化を進める。

■上記事例の参考資料・イメージ等 ＜資料：我孫子市ＨＰ＞



２-２．各取組み⽅策に関する事例シート

（６）転活⽤（有効利⽤）
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事例都市 取組み概要

京都府宇治市
 小学校空き教室活用の介護施設整備（小倉デイサービスセンター）
・全国初として小学校の空き教室を福祉施設（デイサービス）に転用した事業所。日々、小
学⽣（福祉委員）がデイサービスへ福祉交流に来たり、地域のボランティア（サークル活
動の方々）もたくさん来園するアットホームな雰囲気の施設。

⻘森県弘前市

 ⽂化財を活⽤した市⺠のくつろぎ空間
・⼤正６年建設、平成25年に移築・改修⼯事実施の国登録有形⽂化財『旧第⼋師団⻑官
舎』を市役所の会議室利⽤で公開は春・秋のまつり時期のみだった「⾒学する」施設を、
外観はそのままに、内装をカフェ（スターバックス）にリニューアルし、「使う（くつろ
ぐ）」施設として活⽤。（施設使⽤料(⾏政財産使⽤料)：約150万円/年）

■上記事例の参考資料・イメージ等
＜資料：弘前市ＨＰ＞

 空教室の介護施設化  文化財活用

＜資料：社会福祉法人宇治明星園ＨＰ、文科省ＨＰ＞



公営住宅
（イメージ）

橋梁
（イメージ）

２-２．各取組み⽅策に関する事例シート

（７）施設の⻑寿命化
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【長寿命化によるライフサイクルコストの改善イメージ】

■対処療法型の維持管理

建設▼

▲更新

50年

経常的な修繕コスト
（補修など長寿命化に資しない修繕）

建替コスト

50年間での
ライフサイクルコスト 年間当りコスト

■予防保全型の維持管理

建設▼

▲更新

70年

建替コスト

70年間での
ライフサイクルコスト

年間当りコスト

長寿命化型改善1
長寿命化型改善2（周期20-30年）

コスト縮減

※川西市道路橋長寿命化修繕計画より

・長寿命化のための
修繕コストは必要だ
が、使用期間（寿命）
が延びるため、単年
当りのコストは縮減
が可能。

・長寿命化のための
修繕コストは必要だ
が、使用期間（寿命）
が延びるため、単年
当りのコストは縮減
が可能。

・事業費の累積で見ると、対処療法
型と、長寿命化型の事業費用が中長
期的には逆転し、長寿命化型の方が
有利となる。

・事業費の累積で見ると、対処療法
型と、長寿命化型の事業費用が中長
期的には逆転し、長寿命化型の方が
有利となる。



２-２．各取組み⽅策に関する事例シート

（８）その他
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事例都市 取組み概要

千葉県千葉市
 ちばレポ：市⺠と⾏政をつなぐ新しいコミュニケーションツール
・「ちばレポ」（ちば市⺠協働レポート）をクラウド基盤に構築し、市内で発⽣している公
共インフラの不具合（地域の課題）を市⺠がレポートする仕組みの本格運⽤を平成２６
年９⽉から開始した。

■上記事例の参考資料・イメージ等


